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北海道大学 1998.3

く研究ノート>

経営者と全社経営戦略

石井

1. "改訂"日本企業の社長選任

(1)はじめに

1985年から1996年という12年間は，日本企業

にとって，激動の時期であった。経済環境の変

化は，プラザ合意にはじまる円高，資産価格の

高騰によるバブル経済とその崩壊， 3年連続ゼ

ロ成長という戦後最大の不況とたいへんめまぐ

るしかった。さらには，自民党の下野，東西冷

戦の終結と地域紛争の勃発，貿易摩擦・構造協

議，地球環境問題の深刻化，財政構造の悪化な

どと企業を巡る国際的・政治的環境は大きく変

動した。

日本企業は， こうした環境の変化に適応して，

あるいは先取りして，積極的に経営戦略を立案

し，実施することが求められていた。選択され

た経営戦略は，企業によって異なる。それは産

業・規模の枠を超え，個々の企業の経営者の選

択による。また，全ての企業の経営戦略が正し

く立案されたとは限らず，正しく立案されたと

しても，正しく実施されたとは限らない。従っ

て企業の経営成果には大きな格差が生じている。

本研究は，この，いわば「激動のJ12年間を

対象期間として，日本企業の経営戦略の立案と

実施を担った経営者に焦点をあてる。日本企業

として，ここで対象とするのは，非金融・上場

の上位200社(1990年の総資産額による。 96年

末現在は合併などにより， 196社である。石井

(1996)参照)の大企業である。こうした日本

企業の経営者がどのように選任され，どのよう

に経営したか，が本研究の関心の的である。

耕

はじめに， 12年間を4年ごとに区切った三期

それぞれにおける社長選任の全体についてのデー

タを分析する。 1985-1988年(以下85-88と記

す)， 1989 -1992年 (89-92)，1993-1996年

(93-96)である。 89-92は前著(石井 1996) 

で対象にした時期である。

社長選任のデータ分析の考え方は，前著を踏

襲しているが，あらためて簡述する。データの

出所は，有価証券報告書などの公表資料である。

分析された項目は，対象となる新社長の年齢，

学歴(卒年)，入社年，前職(外部出身者等の

場合)，取締役選任年齢，各職位(常務・専務・

副社長・社長・会長等)選任年齢・在任期間等

である。ただし，全対象者についての全項目が

入手可能ではなく，一部の項目はデータが不明

のままである。(なお， 85-88は，交代数，出

身，社長選任年齢のデータだけ分析した。)

前著は実名を出さなかったが，データは上述

のとおり全て公表資料によっているので，本研

究では実名を出して分析する。

日本企業の社長選任についての分析方法はこ

のように基本的には前著と同じだが，今回の分

析の最大の特徴は，対象期間を4年聞から12年

間に拡大したことにある。「改訂」とした理由

である。結論としては，対象期聞を拡大しても，

分析結果には大きな変化は見られなかった。前

著で4年聞を対象にして見い出したファインディ

ングスは， 12年間でも同様に観察されたのであ

る。日本企業の社長選任の構造が堅固なもので

あることが，示された。言い換えれば， r慣例
イヒJ(ルーティン)しているのである。



1998.3 経営者と全社経営戦略石井 229(849) 

特に，内部昇進社長の比率が，三期間とも75-

80%を占めていることが，観察のもっとも重要

な点であると考えられる。四分の三以上の大企

業で，長期内部昇進競争の結果として，社長が

選任されているのである。

ここで観察される長期内部昇進競争の結果と

しての社長選任のあり方(詳しくは前著(石井

1996)参照)の是非については， I善しJI悪し」

含めて，さまざまな議論がありうる。しかし，

B本を代表する大企業の， しかも経営の中枢と

なる社長選任のあり方は，事実として，日本企

業分析の前提として踏まえなければならないこ

とは，確かである。日本企業の経営にかんする

研究は，長期内部昇進競争と社長選任を，その

一要素として分析対象から外すわけにはいかな

いのである。

なお，分析手法についても，さまざまな議論

がありうる。本研究は，公表資料にもとづく記

述・事例分析に位置づけられる。経営者に関す

る分析は， この他に，聞き取り調査(インタビュー)

が考えられる。筆者は，これまで多くのインタ

ビューを行ってきたが，その場合，守秘事項が

多くなる。本研究では，インタビュー結果は用

いておらず，公表資料によることとした。(経

営戦略研究の分析手法については，塩次

(1996)参照。)

(2)社長交代数

対象企業は，前述した1990年の非金融・上場

の総資産額上位200社の企業である。 93-96に

は，このうち 4社が分析対象から除外されてい

る。対象企業同士の合併が3社すなわち三菱化

学(三菱化成，三菱油化)，王子製紙(新王子

製紙，本州製紙)，日本製紙(十条製紙，山陽

国策パルプ)である。また，イトマンは対象外

の住金物産に吸収された(さらにその後，三井

化学の合併，日本セメントと秩父小野田セメン

トの合併の発表などがあった)。

93-96では，期間中社長が二回交代した企業

は昭和シェル石油，三菱自工，キャノン， 日新

製鋼の4社であり，これらでは最新事例のみ分

析対象とした。

85-88と89-92の両期間の交代数は同じ105

社 (52.5%)である。これに対し， 93-96では，

196社中119社で，新社長が選任された。比率は

60.7%と前二期間よりもかなり高い。

(3)性別・国籍・学歴

12年間を通じて，対象者は全員男性である。

93-96に外国人がl人選任されている。マツ

ダのウォレス社長であり，株主のフォード(株

式所有比率33%)によって選任された。日本の

大企業では，株主が外資の場合であっても，こ

れまで日本人が選任されてきたので， この選任

は大きな驚きをもって迎えられた(もう少し規

模の小さい上場企業では，ネミック・ラムダな

どの例がある)。今後，企業活動がグローパル

化していけば，本社の役員あるいは社長に外国

人が登場してくる可能性は高くなる。

社長に選任されたものの学歴は，ほとんどが

大卒である。だが， I学校歴」は多様である。

筆者は，長期内部昇進競争において，昇進を決

める要因としての「学校歴」はほとんど意味を

持たず，社長選任における学校間格差を詳細に

分析する価値はないと考えている。改めて言う

が，大卒という学歴の均質性が重要である。

(4)新社長の出身

新社長の出身は次の四特性に区分できる。内

部昇進出身，同族出身，企業集団の親会社出身，

その他出身(主に官庁，金融機関)である。同

族とは，大株主であることを必要条件としない。

過去にその同族が大株主であっても，現在は僅

かな持ち株で社長に選任されることもある。こ

こでは「過去の経営者の同族」と定義する。

表1-1 社長交代数

85-88 105社 200社中 (52.5%)
89-92 105社初O社中 (52.5%)
93-96 119社 196社中 (60.7%)
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表 1-2 学歴

89-92 両卒1人他は大卒以上
うち旧制経専・工専卒3人外国の大学卒1入院卒4人

93-96 全員大卒以上うち旧制工専卒1人 外国の大学卒2人

院卒7人

表 1-3 新社長の出身

85-88 89-92 93-96 

合計 105人(100%) 105人(100%) 119人(100%)

内部昇進 79人(75.2%) 84人(80%) 95人(79.8%) 

同族 14人(13.3%) 8人( 7.6%) 12人(10.1%) 

親会社 4人( 3.8%) 7人( 6.7%) 7人( 5.9%) 
その他 8人( 7.6%) 6人( 5.7%) 5人( 4.2%) 

表 1-4 新社長の選任年齢 (85-88)

全体 平均60歳 標準偏差5.5歳 対象105人

内部昇進平均61.1歳 標準偏差3.7歳 対象 79人
50-58歳15人 59-62歳36人 63歳以上28人

同族 平均52.1歳 標準偏差9.0歳 対象 14人
30歳代l人， 40歳代5人， 50-58歳5人， 59-62歳1ん
63歳以上2人
親会社 平均62.3歳 標準偏差1.9歳 対象 4人
59-62歳3人， 63歳以上1人

その他 平均62歳 標準偏差 対象 8人

59-62歳6人， 63歳以上2人

表1-5 新社長の選任年齢 (89-92)

全体 平均60.4歳 標準偏差4.7歳 対象105人
内部昇進平均60.8歳 標準偏差3.2歳 対象 84人

50-58歳16人， 59-62歳43ん 63歳以上25人
同族 平均51.6歳 標準偏差8.5歳 対象 8人
40歳代4人， 50-58歳2人， 59-62歳1人， 63歳以上l人
親会社 平均63.4歳 標準偏差2.3歳 対象 7人

59-62歳2人， 63歳以上5人
その他 平均63歳 標準偏差6.2歳 対象 6人
50-58歳1人， 59-62歳3ん 63歳以上2人

表1-6 新社長の選任年齢 (93-96)

全体 平均60.3歳 標準偏差4.7歳 対象119人
内部昇進平均61.3歳 標準偏差2.7歳 対象95人
50-58歳10人， 59-62歳56人， 63歳以上29人

同族 平均51.8歳 標準偏差6.8歳 対象12人
40歳代4人， 50-58歳5人， 59-62歳3人

親会社 平均59歳 標準偏差5.1歳 対象7人
50-58歳3人， 59-62歳2人， 63歳以上2人

その他 平均64歳 標準偏差7.3歳 対象5人

50-58歳2人， 63歳以上3人

47-4 
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四特性ごとの比率は，三つの期間において顕

著な違いは見られない。内部昇進が75-80%と

圧倒的に多く，次いで同族が10%前後である。

親会社・その他は1ケタ台の比率である。改め

て注意を喚起しておきたいのは，この比率は上

位200社の大企業の比率である。上場企業であっ

ても，より小規模の場合，同族・親会社・その

他出身者の比率が高くなる。

(5)社長選任年齢

新社長の選任された時点における平均年齢は，

表の通りであり，三期間とも大きな差はない。

93-96の内部昇進者の平均年齢61.3歳という

ことは， 1932-1935年生まれで， 1954-1957年

に大学を卒業したのである。

非常に重要と考えられる点は， 93-96で，親

会社出身の社長の平均年齢が59歳と，内部昇進

よりも若くなったことである(標本数が少ない

ので，決定的なことは言えないが， 85-88， 89-

92では，四類型の中で最も高かったのとは，対

照的である)。これは，マツダ・ウォレス社長

や日本ビクター・守随社長(松下電器出身)の

ように，子会社の経営危機打開のために，親会

社の若年の実力者が選任されはじめた表われと

考えられる。子会社の経営者は， これまでのよ

うな「終着駅の椅子」のようなお飾りでは，も

はや勤まらないということである。

三期聞を通じて， 40歳代で社長に選任されて

いるのは，同族出身者だけである (30歳代も一

人いる。 85-88の飛島建設の飛島章元社長であ

る)。同族の40歳代社長の評価は， 85 -88の事

例では，飛島建設・佐藤工業など， 89-92の事

例では，フジタ・大昭和製紙など，全体に芳し

くなし、。社長は，若ければよい，というもので

はなさそうである。

(6)新社長の社長選任までの同一企業勤続期間

89-92と93-96の二期間において大きな差は

見られなし、。

なお，ほとんどの内部昇進の新社長は，大学

卒業と同時に入社しているが，約10%の中途入

社者もいる。 93-96の事例では，ハザマ・松本

社長 (48年卒・ 49年入社)，三菱化学・三浦社

長 (55年卒・ 56年入社)，三井石油化学・幸田

社長 (50年卒・ 62年入社)， ブリヂストン・海

崎社長 (56年卒・ 62年入社)，東洋エンジニア

リング・園田社長 (58年卒・ 61年入社)，住友

重機械・小沢社長 (58年卒・ 59年入社)，マイ

カル・宇都宮社長 (59年卒・ 63年入社)，住友

不動産・高島社長 (54年卒・住友石炭鉱業入社，

71年転籍)，北陸電力・山田社長 (53年卒・ 65

年入社)などである。ほとんどが， 20代の転職

であるが，最終的に社長に選任されたというこ

とは，日本企業において，中途採用が必ずしも

マイナスとはなっていないことを示している。

さらには，鐘紡・石原社長のように，いったん

家業を継いで退社し，数年後再入社した場合ま

である。約10%の内部昇進社長が，転職経験者

であるということは，これまでの通説と大きく

異なる。長期内部昇進競争は， r生え抜き」重
視ではなく，中途であっても「実力」重視であ

る。

(7)前任社長

前任社長の在任期聞は，二期間とも4-6年，

7 -10年の比率があわせて75-80%と多くなっ

ている。 93-96に4年未満の比率がやや増えて

いるのが，目立つ。

「権腐十年」という言葉もあるが， 89-92， 

93-96の二期間ともこれを超える在任期間の社

長が10%をこえている。 93-96で，最も長い在

任期間の前任者は，東武鉄道の根津嘉一郎前社

長の52年である。多くは，創業者・同族だが，

内部昇進社長でも，富士写真フィルムの大西社

長の15年， NECの関本社長の14年という長期

の在任期間の事例もある。

(8)規制の影響

規制と社長選任の関係も三期間で大きな差は

ない。 85-88では，同族出身者・その他出身者
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表 1-7 新社長の平均勤続期間

89-92 93-96 

平均 標準偏差 平均 標準偏差

全体 31.9年 11.8年 32.9年 11.9年

内部昇進 36.5年 4.7年 37.7年 4.1年

同族 27.8年 10.2年 23.9年 11.7年

親会社 1.7年 2.4年 1.7年 2.2年

その{也 8.2年 5.4年 6.2年 6.9年

表 1-8 前任社長在任期間

89-92 93-96 

全体 104人(100%) 119人(100%)

4年未満 (2期未了) 6人( 5.8%) 15人(12.6%) 

4-6年 (2-3期) 46人(44.2%) 56人(47.1%) 

7 -10年 (4-5期) 38人(36.5%) 32人(26.9%) 

10年超 (5期超〉 14人(13.5%) 16人(13.7%) 

表 1-9 規制の影響 (85-88)

同族 その他 親会社 内部昇進 合計

規制 7 4 。 23 34 

非規制 7 4 4 56 71 

独占的状態 O 。 O 2 2 

合計 14 8 4 79 105 

*独占的状態(内数)のトップ企業は，旭硝子，ブリヂストン。公正取引委
員会の「独占的状態に係わる監視対象事業分野」に基づく。
* *規制産業は，水産，建設，医薬品，不動産，通信，陸連，空運，電力・
ガス(以下同じ)。

表 1-10 規制の影響 (89-92)

同族 その他 親会社 内部昇進 合計

規制 5 4 2 22 33 

非規制 3 2 5 62 72 
独占的状態 2 O 。 6 8 

合計 8 6 7 84 105 

*独占的状態(内数)のトップ企業は，味の素，キリン，花王，旭硝子，本
田，ヤマノ¥ (以下同族)東洋製缶， トヨタ。公正取引委員会の「独占的状
態に係わる監視対象事業分野」に基づく。

表 1-11 規制の影響 (93-96)

同族 その他 親会社 内部昇進 合計

規制 5 4 1 26 36 

非規制 7 6 69 83 

独占的状態 O 。 。 5 5 

合計 12 5 7 95 119 

*独占的状態のトッフ。企業は，味の素，キリン，ブリヂストン，富士写真フィ
ルム， トヨタ。公正取引委員会の「独占的状態に係わる監視対象事業分野」
に基づく。

47-4 
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表1-12 非交代企業 (1985-96)

233(853) 

全体 11社 創業者5社 同族5社 内部昇進l社

*定義から， I新」社長には創業者はいない。創業者が登場するのはこの表
と前任社長だけである。

表 1-13 内部昇進社長の取締役選任年齢

89-92 

45歳以下 13人(15%)
46-50歳 17人(20%)
以上計 30人(35%)

51-55歳 46人(55%)
56歳以上 8人(10%)
以上計 54人(65%)

全体 84人(100%)

は，規制産業・非規制産業同数だが，親会社出

身者・内部昇進者では，非規制産業の方が多い。

93-96の同族出身者では，非規制産業の方が

上回っているが，その他出身者(官庁・金融機

関)では，やはり規制産業の方が多い。

(9)非交代企業

三期間の12年間に l回も社長交代のない企業

は196社中11社である(その後，熊谷組，大京

は97年に交代した)。創業者・同族が多いのは

当然であるが，三共は内部昇進社長にもかかわ

らず 1回も交代がない。河村社長は1975年か

ら既に20年を超える在任となっている。規制産

業だからであろうか。

(10)内部昇進社長の取締役選任年齢

内部昇進社長の取締役選任年齢も，二期間で

差がない。 50歳までと， 51歳以上に分けると，

35%と65%である。 93-96で， 45歳以下が減少

し， 46-50歳が増加していることが目立つくら

いである。

(1Dまとめ

激動の12年間の企業経営を担った経営者がど

のように選任されてきたのかを分析してきた。

93-96 

4人(4.2%) 
29人(30.5%)
33人(34.7%)

54人(56.8%)
8人(8.4%) 

62人(65.2%)

95人(100%)

三期にわけで分析したが，期による違いは大き

くない。

全体としては違いは大きくないが， 93-96に

おいて目立つことは次の通りである。

(1)社長交代の比率が高L、。

(2)親会社出身社長の平均年齢が低下した。

(3)前任社長の在任期間において 4年未満が

増加した(これは上の(1)と適合する)。

(4)内部昇進社長の取締役選任年齢において，

45歳以下が減少し， 46-50歳が増加してい

る。

このように若干の変化はあるものの， この大

企業を中心としたサンプルでの社長選任のあり

方には，構造的に堅聞な仕組みがあると考えら

れる。あるいは，激動の12年間であったが，日

本企業の社長選任の仕組みの変化を促すほどで

はなかったともいえよう。それは，最終的には

社長選任の仕組みであるが，その背景にある長

期内部昇進競争という雇用慣行・人事制度の仕

組み，株主・金融機関と経営者のあり方などが，

基本的なところで変化していないことを示す

(詳しくは，前著(石井 1996)参照)。
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2.全社経営戦略の事例

経営者がどのように経営しているかを，統計

値で示すことは難しい。従って，上位200社の

大企業の中から，幾つかの類型ごとに，事例研

究を行う。本研究のスタンスは，経営者選任の

あり方が，経営者の経営の仕方に影響を与えて

いるというものである。また，個別事業戦略・

競争戦略・機能戦略などではなく， 1"全社経営

戦略」こそが，経営者の役割であると考えてい

る。

以下の事例研究は，わが国大企業の長期にわ

たる経営研究の素材を作成することもめざして

いる。(敬称略)

(1)創業者・長期政権からのバトンタッチ・再活

性化ーコマツー

前任社長の在任期間で， 10年超(5期超)の

長期政権は， 89-92で14人， 93-96で16人であ

る。そのうち， 89-92で創業者・同族は9人，

内部昇進3人，親会社1人，その他(金融機関)

1人である。 93-96で創業者・同族は9人，内

部昇進は 7人である。

また， 85-88に交代して以降， 93-96まで交

代のない，すなわちほぼ10年前後の長期政権に

なっている内部昇進社長は，東レ・昭和電工・

第一製薬・ミネベア・シャープ・ TDK・日野

自動車・川崎重工業・岩谷産業・東急不動産・

三井不動産の11人である(うち4人は， 97年に

入って交代した。 97年8月現在)。

こうした長期政権においては，後任の新社長

は難しい立場に立たされる。多くの場合，長期

政権の前任社長は，社内で絶対的な発言権を有

している。なおかっ会長にとどまっていること

が多い。また，長期政権の後半には，独裁的な

リーダーシップがあらわれる可能性があり，社

内に「経営のゆがみ」が生じている可能性があ

る。こうした中で選任された新社長は，弱い発

言力しか持たないながら，前任社長の作りだし

た「経営のゆがみ」を是正していかなければな

らない。「長征」以降が課題なのである。(長期

政権の問題点を指摘したのは，森川(1993)で

ある)

長期政権の問題点が取り返しのつかないとこ

ろまできていたのは，例えばイトマン・河村社

長であり，大昭和製紙・斉藤了英名誉会長であ

る。ザレズニック(1992)は言う。「個人の手

中におさめられた権力はその人の心に危険をも

たらす。」

一方，難しい問題を抱えながら，後任の新社

長の役割を十分に発揮したのは，イトーヨーカ

堂・鈴木社長，花王・常盤社長，積水ハウス・

奥井社長などがあげられる。

ここで，事例研究として取り上げるのは，コ

マツである。コマツはわが国最大の建設機械メー

カーとして，世界規模でとくにアメリカ・キャ

タピラ社と長い間，闘ってきた。

河合良ーが通産省から小松製作所に入り，父・

河合良成の後を継いで，社長に選任されたのは，

1964年， 47歳の時であった。まさにわが国が，

OECDに加盟し，貿易の自由化・資本の自由
化を開始する時点であり，キャタピラが三菱重

工業との合弁でキャタピラ三菱を創設した時期

(63年11月)である。河合良一新社長の方針が

「キャタピラに追いつき，追い越せ」であった

のは当然で、ある。また，長期政権の結果，現実

にそれが成し遂げられたのだから，河合社長は

同社の「実質的創業者」であるといってよい。

オーナーではないが，強力なリーダーシップを

持ち， トップの発案によって多くの基本方針が

作成され，組織に浸透した。

82年9月，河合良ーは18年間の社長在位の後，

会長になった。長期政権しかも強力なトップダ

ウン型のリーダーの後任社長はきわめて困難な

立場であった。その後二代の社長が短命に終わ

りを告げ， しかも河合良ーは会長でありつづ、け

fこ。

こうした状況を打破したのが， 89年6月に社

長に選任された片田哲也である。 3G (グロー

パル，グループワイド，グロース)を合い言葉
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表2-1 コマツの社長

47.12 -64.7 河合良成

64.7 -82.9 河合良一

82.9 -87.6 能川昭二

87.6 -89.6 田中正雄

89.6 -95.6 片田哲也

95.6 - 安崎暁

表2-2 各氏の経歴

河合良一

17年1月18日

39年3月

50年8月

53年6月

54年9月

55年8月

64年7月

82年9月

95年6月

片田哲也

31年10月15日

53年3月

53年4月

78年3月

89年6月

95年6月

安崎暁

37年3月3日

61年3月

61年4月

85年3月

95年6月

生

東京帝国大学経済卒

通産省通商機械局輸出課長

中小企業庁指導部指導第3課長

小松製作所入社

取締役 (38歳)，以降常務，専務，副社長

社長 (47歳)

会長 (65歳)

取締役相談役 (78歳)

生

京大法卒

入社(財務部門出身)

取締役 (46歳入以降常務，専務，副社長

社長 (57歳)

会長

生

一橋経済卒

入社(海外営業部門出身)

取締役 (48歳入以降常務，専務

社長 (58歳)

表2-3 コマツの連結・単独売上高

単独売上高速結売上高 差額(百万円) 連単比率(倍〉

89年3月 566，538 792，809 226，271 1.40 

97年3月 550，121 1，098，916 548，795 2.00 

増分 -16，417 306，107 322，524 

235(855) 

に，エレクトロニクス分野など事業の多角化と

国際化を推進したのである。特定のキャタピラ

という競争相手にだけ焦点をあてるのではなく，

より多くの分野(グループワイド)でグローパ

ルな競争をしうる態勢をめざしたといえる。

「コマツの構造改革は，片田哲也から始まっ

た。片田は文化大革命といわれるほど，社風，

経営戦略を百八十度変えた。片田がいう。「一

言でいうと河合良ーを含め私より前の六人の社

長のアンチテーゼで経営を考えたJ。十年前の
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コマツは覇権主義，シェア至上主義，会社中心 (2)業績悪化と回復 富士重工業一

主義。 片田の社長就任は89年。完成品輸

出から現地建機メーカーとの合弁生産への切り

替えや現地トップの登用などで， 1コマツ本位

主義」を転換した。その結果， ピークは売上高

の6割を占めていた輸出額が現在は 3割弱の

1400億円台に急減した。一方，海外生産拠点は

20カ所とグローパル企業に転換しつつある。J

(1日本経済新聞J96年8月5日)

「片田は，コマツに定着していた柔軟性を欠

くトップダウン方式が，中間と前線の管四冨の"

企業心"をつぶしてしまったのではと懸念した。

そこで，片田は決断を下した。「マネージャー

は設定された目標の枠内で，業務を遂行しては

ならない。広く外に目を向け，ニーズとチャン

スを見いだし，常に下からの創意を引き出しな

がら，創造的，革新的に業務を遂行する。要す

るに，キャタピラーに追いつくことだけに集中

することはやめてもらいたいJJ(パートレット，

ゴシヤール (1995A)P. 29) 
コマツの単独売上高は，片田の就任した89年

から増加していないが，売上高の連単比率は，

89年3月期の1.40から， 97年3月期の2.00まで

増加した。

コマツの経営者選任の仕組みは，ファースト

トラックである。片田哲也は46歳で取締役に選

任され，後任の安崎暁は48歳で選任されている。

社長選任も片田57歳，安崎58歳と若い。

新社長の選任年齢が， 58歳以下という若いリー

ダーの選出は， 85-88で26人(内部昇進15人，

同族11人)， 89-92で23人(内部昇進16人，同

族6人，その他1人)， 93-96で24人(内部昇

進10人，同族9人，親会社3人，その他2人)

である。

京セラ，西友，ゼネラル石油，松下電器，コ

マツの 5社では，この期間に二回の社長交代が

行われているが，いずれも58歳以下の内部昇進

社長が選任されている。こうした企業にはファー

ストトラックの内部昇進の仕組みがあると言え

る。コマツもその代表の l社である。

激動の12年間であり，大企業といえども，業

績が悪化する局面もある。業績悪化を，営業損

失，経常損失，純損失のいずれかをメルクマー

ルとすると， 200社のうち， 64社はこの12年間

に記録している。なかでも 2-5年と連続して

損失計上している企業は， 38社である。

経営者の役割は，革新的企業活動を先導する

ことにあるのみならず，業績悪化のような経営

の苦境から，企業を立ち直らせることにもある。

富士重工業は， 80年代後半の「超積極経営

(新車「レガシイ」の開発， アメリカ現地生産

会社のSIAの設立など)Jの失敗によって，

94年3月期まで5年連続の赤字を出していたが，

業績を回復し， 95-97年3月期の3期は連続し

て黒字計上となっている。

社長として業績回復の任にあたったのは，J11

合勇である。親会社の日産自動車出身で， 85年

に，やはり業績回復にあたっていた日産ディー

ゼルの社長から， 90年に「横滑り」した。企業

集団内とはいえ，上位200社の大企業の社長を，

2社も勤めたのは，この12年間では川合勇ただ

一人である。

富士重工業の株主は，親会社の日産自動車と

メインパンクの日本興業銀行が1位と 2位であ

り，以下は金融機関の連合体となっている。長

い間，日産自動車と日本興業銀行の出身者が交

互に就任してきたが， 96年6月の社長交代では

じめて日産自動車の出身者が連続して社長に選

任された。

「川合勇は， 1990年に当時の久米日産自動車

社長と日本興業銀行首脳から富士重工業の再建

を依頼され，社長を引き受けた。一一一両社

(日産ディーゼルと富士重工業)の業績を押し

上げて， 1再建請負人」と呼ばれる。地方の販

売屈に頻繁に足を運び士気を鼓舞するリーダー

シップは，自動車業界屈指だ。J(1日本経済新

聞J96年4月17日)

再建の具体策は，徹底したコストダウン，圏

内販売の立て直し，アメリカの事業刷新など正
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統的いいかえれば「ごく当たり前」のことであ

る。むしろ「当たり前」のことをするにあたっ

ての，川合勇の率先垂範，現場主義のリーダー

シップの取り方がポイントである。

「私自身，毎日 7時半には会社に来ています。

再建に妙手はありません。結局は，皆が

心を一つにできるかどうか。一一一一しっかりと

したターゲットが必要です。一一一個々の現場

からの改善策を，全部積み上げて出てきたのが，

あの(中期経営計画)数字なんです。一一一ぜ

ひとも販売会社を全部黒字にしたい。

僕は日産で順調にいくより楽しい経験が積め

たと，思っている。逆境の会社で皆と苦労してい

くと，心が通じ合うんですよ。一一一一何度も対

話集会を重ねましたから，工場の係長も班長も

表2-4 富士重工業の業績

売上高 営業利益

88年3月 686，238 6，429 

89年3月 663，442 2，681 

90年3月 658，016 -29，628 

91年3月 755，803 -57，618 

92年3月 823，917 2，021 

93年3月 873，042 5，079 

94年3月 763，908 25，691 

95年3月 831，287 13，233 

96年3月 746，787 19，270 

97年3月 824，734 43，038 

表2-5 富士重工業の社長

皆知っています。スイスイ順調な時は，現場に

行かないですよ，普通は。J(1日経ビジネス」

1992年11月9日号)

コマツのように， ファーストトラックで選任

されてきた若い社長が役割を果たす一方で，富

士重工業の川合勇のようなシニアの経営者が苦

境を乗り越える時もある。こうしたシニアの経

営者の役割にも研究の焦点をもっとあてるべき

であろう。

コター (1995)は言う。「改革とは，定義の

上からいえば，新しい制度づくりを必要とする

と同時に，常にリーダーシップを要求するもの

だ。」

注;本稿執筆後，富士重工業は大量リコール問題を起こ

し，運輸省から処分を受けた。機会をあらためて，

経常利益 純利益(百万円)

16，290 10，430 

13，864 10，885 

6，652 5，741 

-63，617 66，461 

-4，086 1，288 

139 -6，076 

-28，112 20，664 

2，860 2，866 

10，109 13，563 

34，129 22，851 

1983.6-1990.6 田島敏弘(日本興業銀行出身)

1990.6-1996.6 川合 勇(日産自動車出身)

1996.6- 田中 毅(日産自動車出身， 1990年6月に転籍，購買の

プロ， 60歳)

表2-6 JII合勇の経歴

1922年10月10日

1945年

1946年3月

1973年11月

1985年 6月

1990年 6月

1996年 6月

生

東京帝国大学工学部卒業

日産自動車入社

間取締役 (51歳入以降常務，専務

日産ディ ゼル工業社長 (62歳)

富士重工業社長 (67歳)

同会長
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この問題については検討したい。

(3)不祥事・内紛一味の素一

この12年間に，非金融上場・上位200社にお

いても，数々の不祥事が発生し，マスコミを騒

がせてきた。違法行為が明らかになり，経営者

を含むビジネスマンが逮捕され，極端な場合，

イトマンのように，企業自体が分自主消滅した。

違法行為でなくとも，経営者聞の内紛が明らか

になり，新聞紙上で報じられることも多かった。

日商岩井，全日空，きんでん，大成建設等であ

る。筆者の前著に対しての書評も，日本企業の

コーポレートガ、パナンスと不祥事の関連につい

てのコメントが多かった。

ここでは，不祥事と同族企業での内紛がから

みあったケースとして，昧の素をとりあげる。

味の素の業績は順調である。しかし，不祥事や

内紛がマスコミに報道され続けている。不祥事

は， 96年のアメリカでの「リジン」の価格談合

事件と97年の総会屋への利益供与事件である。

いずれも経営者が直接関与したという報道はな

されていない。

内紛は， 95年と97年の 2回の社長交代を巡っ

て起きた。真相は明確ではない。

95年は，鳥羽社長の副会長への転任と子会社

のカルピス食品社長の稲森の社長選任である。

二人はほぼ同年齢である。本来ならば，稲森の

表2-7 味の素の社長

選任はありえない。

鳥羽は， 89年の就任であり，三期満了しての

退任は，それ自体は不自然ではなし、。また，鳥

羽の前任の歌田も会長にならず名誉会長になっ

ている。形式的には前例がないわけではない。

しかし，鳥羽副会長は96年12月，味の素を離れ，

ダイエーに移った。

稲森の子会社の社長からの選任は，他にも三

菱自動車工業(木村社長)，東燃(玉堀社長)

などで起こっているが，緊急事態であることは

確かである。なおかっ会長が同族の鈴木三郎助

から，元専務で顧問の池田に変わった。

鈴木三郎助(襲名)は，創業家の四代目であ

り， 16位の個人筆頭株主である。鈴木恭二相談

役(元社長)，鈴木忠雄メルシャン社長・昧の

素監査役(元副社長・副会長)などが同族であ

る。鈴木三郎助は1975年に副社長から会長に就

任し，この95年に名誉会長になるまで20年間会

長を勤めた。

池田は，専務で退任して以降，顧問となって

いたが 8年後の95年に会長に復帰した。稲森

以上に本来ありえない人事である。

97年の社長交代は，総会屋への利益供与事件

をきっかけに，起きた。稲森が在任2年で会長

になり，専務の江頭が社長に選任された。名誉

会長の鈴木三郎助，会長の池田はいずれも相談

役となった。これで相談役は計5人である。鈴

1965.5-1973.5 鈴木恭二 (現相談役)

1973.5-1981.6 渡辺文蔵 (現相談役)

1981.6-1989.6 歌田勝弘 (現相談役)

1989.6-1995.6 鳥羽董(その後副会長，現ダイエー)

1995.6-1997.6 稲森俊介 (現会長)

1997.6一 江頭邦雄

表2-8 味の素の役員(社長経験者以外の主要な登場人物)

鈴木三郎助

池田安彦

鈴木重利

鈴木忠雄

現棺談役名誉会長，前取締役名誉会長，個人筆頭株主

現相談役，前会長

現取締役アミノ酸事業部長，鈴木三郎助の長男

現監査役，メルシャン社長
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木恭二 (88)，渡辺 (90)，歌田 (71)のいずれ

も社長経験者と，鈴木三郎助 (74，相談役名誉

会長)，池田 (74)である(カッコ内は97年 5

月の年齢)。また，鈴木三郎助の長男の鈴木重

利アミノ酸事業部長が取締役に選任された (48

歳)。

繰り返すが，真相は明らかでない。誰がどの

ように，なぜ決めたのか， 95年も97年もわから

ない。ただ，内部昇進社長が続いているとはい

え，複数の同族の社長・会長経験者が相談役で

残っている限り，意思決定は複雑にならざるを

えない。

「首尾一貫性を達成する鍵がリーダーシップ

なのである。J(ボーウェン他(1995)) 
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